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日本における高齢者福祉政策の現状と課題 
 







 04 年度税制改定により、05 年度から老年者控除の全廃と年金者控除の縮小が実行に移された。







が年に 277 万円の高齢夫婦世帯のケースで、公租公課は 04 年度の 26 万 8,000 円から 06 年度の
38 万 8,100 円に引上げられたという。実に増加率は 47％となる。実収入に占める税・社会保険
料の割合は、04 年度の 9.5％から、06 年度には最終的に 14.0％に上昇する。この負担割合は勤
労者世帯の第Ⅰ５分位階層のそれにほぼ匹敵する。勤労者並に負担させられては、高齢者が悲
鳴を上げるのも無理はない。 






































 表－１は、2004 年度現在の高齢者世帯の所得分布を、年収において 50 万円刻みに表示した
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表－１ 高齢者世帯の所得階層分布（2004 年） 
（単位：％、万世帯） 
所得階層 高齢者世帯 男単独世帯 女単独世帯 夫婦世帯 その他の世帯 
 50 万円未満 
 50～100 万円未満
100～150 万円 〃 
150～200 万円 〃 
200～250 万円 〃 
250～300 万円 〃 
300～350 万円 〃 
350～400 万円 〃 
400～500 万円 〃 
500～600 万円 〃 




































































計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
世 帯 数 787.4 90.6 282.4 389.9 22.9 





 2004 年度末現在、日本の高齢者世帯は 787 万 4 千世帯に達している。全世帯に占める割合は
17.0％であり、ほぼ 6 軒に 1 軒が高齢者世帯という状況にある。人口の高齢化の進行を如実に
反映したものとなっている。 
 高齢者世帯全体で見ると、年収 250 万円未満の低所得層が全体の 53％を占めている。なかで
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よそ高齢者世帯の 7 軒に 1軒の頻度で現れるのが日本の現状なのである。これで、どこをどう
曲解すれば「豊かになった高齢者」を主張することができるのだろうか。 
 250 万円以上 500 万円未満の中所得階層に属する高齢者世帯の比率は 36.3％となっている。
500 万円以上を高所得階層と見なすならば、それは 10.7％しか存在していない。分けても 700














 50 万円未満 
 50～100 万円未満
100～150 万円 〃 
150～200 万円 〃 
200～250 万円 〃 
250～300 万円 〃 
300～350 万円 〃 
350～400 万円 〃 
400～500 万円 〃 
500～600 万円 〃 























































計 100.0 100.0 100.0 100.0 
分   布 61.5 34.2 4.3 100.0 
資料）厚労省『国民生活基礎調査』（平成 16 年度版、第２巻全国編）345 ペー
ジより作成。 




65 歳を過ぎて月に 10 万円以上の稼働収入を得られる人は、極めて幸運な人間の部類に入る。




 世帯類型別に高齢者世帯の所得分布を見ると、年収 100 万円未満の世帯は「女性の単独世帯」
にとりわけ集中していることが判る。その 30.9％（87 万 2,600 世帯）が年収 100 万円未満の階
層に分布している。「男性の単独世帯」の場合も出現率にそう大きな差はないが（20.2％）、も










て単独世帯の年収 100 万円という基準を夫婦二人世帯に換算すると、約 141 万円になる。各階
層内の分布が均等であると仮定すると、年収 141 万円未満の夫婦世帯の出現率は 9.5％（37 万
世帯）となる。世帯類型上は夫婦世帯が高齢者世帯の最大多数派を構成しているので、かなり
の量になる。高齢者世帯の「1 人当たり平均所得」を高める方向に作用しているのは、最大多
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（３）公的扶助基準未満の高齢者世帯の出現率 
 生活保護基準未満の所得しかない高齢者世帯の数を推計してみる（表－３参照）。単独世帯で
年収 110 万円（月収 9万 1,667 円）、夫婦世帯で年収 170 万円（同 14 万 1,667 円）を「実質的
な生活保護基準」と考えて推計する。その結果は、高齢者世帯全体で 23.0％、181 万 5,000 世
帯、239 万 8,000 人となる。 
 
表－３ 公的扶助基準未満の高齢者世帯数（推計） 

















高齢者世帯計 23.0％ 181.5 万世帯 239.8 万人 





は 94 万 1,270 世帯、被保護人員は 134 万 4,327 人に過ぎない。人員保護率は 1.05％である。
相当な数の高齢者世帯が生活保護の救済から漏れ落ちてしまっている。 









































カレル・ヴァン・ウォルフレン氏（現ライデン大学教授）が著した“The False Realities in the 
Politicized Society”（邦題『人間を幸福にしない日本というシステム』）に記されているよう
に、マスコミやジャーナリズムによって「社会の隅々まで政治化されてしまった」日本では、
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政府や政府筋の学者によって「1 人当たり平均所得」のような「ウソのリアリティ」ばかりが
喧伝され続けるのだろうか。「本当のリアリティ」とは何か。私はこの問いかけだけは、止める
ことができない。自分の研究が如何に無力なものであっても、それが自分の研究の生命だと思
うので。 
 
４．最後に －報告の誤りに関して－ 
 上海での報告の折、私の前に報告された柴田弘捷教授の日本の自殺者数の推移に関する統計
データについて、誤った指摘をしてしまった。2004 年の自殺者数が過去最大になったと発言し
たが、2003 年が過去最大を記録した年であった。2004 年は微減している。帰国後確認し、指摘
そのものが誤りであったことに気づいた。公的な場での発言であったので、柴田教授に個人的
にお詫びするだけでは済まない問題である。このように所報に記載することを以て、柴田教授
のデータが正真正銘、正しいものであることを申し述べておきたい。自殺者数の把握は「警察
統計」に専ら依拠している。複数のデータソースがある訳ではない。遺族が自殺であることを
隠したがる傾向があることから、実際の自殺者数は「警察統計」の数値以上であろうと言われ
ている。 
 学術交流の場では、華東師範大学人口研究所の桂世不教授より実に懇切丁寧かつ有益な講評
を得た。記して感謝申し上げる。また日本における老人犯罪の多発について質問して下さった
同濟大学文法学院副院長の蔡齎副教授にも感謝申し上げる。 
